
^ 運営費交付金債務残高の明細

23年度交付分

[単位：円］

区 分 金 額 内 訳

業務達成
基準を採
用した業
務に係る
分

0 業務達成基準を採用した業務はない。

期間進行
基準を採
用した業
務に係る
分

0 期間進行基準を採用した業務はない。

費用進行
基準を採
用した業
務に係る
分

一般勘定 11¶901¶595 〇運営費交付金残高の発生理由は、業務の効率化による
業務経費の削減を図ったことによるものである。（注：
運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的
に充てることとしている。）なお、中期計画で予定した、
本事業年度に実施すべき業務については、計画通り実
施済であり、業務の未達成による運営費交付金債務の
翌事業年度への繰越額はない。

〇繰り越した運営費交付金残高については、中期目標期
間の終了事業年度において残額を収益化する予定であ
る。

審査勘定 87¶473¶283 〇運営費交付金残高の発生理由は、人件費の削減等によ
る一般管理費の削減及び業務の効率化による業務経費
の削減を図ったことによるものである。（注：運営費交
付金の収益化については、自己収入を優先的に充てる
こととしている。）なお、中期計画で予定した、本事業
年度に実施すべき業務については、計画通り実施済で
あり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌事業
年度への繰越額はない。

計 99¶374¶878

〇繰り越した運営費交付金残高については、中期目標期
間の終了事業年度において残額を収益化する予定であ
る。

８．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

施設費の明細

［単位：円］

区 分 当期交付額

左 の 会 計 処 理 内 訳

摘 要
建設仮勘定見
返施設費 資本剰余金 そ の 他

施設整備費補助金 230¶457¶050 0 227¶689¶185 2¶767¶865

合 計 230¶457¶050 0 227¶689¶185 2¶767¶865

９．役員及び職員の給与の明細
［単位：千円、人］

区 分
報酬又は給与 退 職 手 当

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員

役 員 （5¶902）
29¶680

（2）
2

`

13¶584
0
1

職 員 （231¶368）
744¶915

（63）
99

`

132¶981
0
5

合 計 （237¶270）
774¶595

（65）
101

`

146¶565
0
6
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報

役員報酬については、当研究所役員給与規程による。
役員退職手当については、当研究所役員退職手当支給規程による。
役員支給人員については、うち２人は非常勤役員。
職員給与については、当研究所職員給与規程による。
職員退職手当については、当研究所職員退職手当支給規程による。
職員支給人員及び契約職員支給人員については、年間平均支給人員数。
非常勤役員及び契約職員については、外数として（ ）で記載。
契約職員については、契約職員就業規則による。
予算上の人件費には、契約職員に係るその他人件費、福利厚生費は含まない。

10．関連公益法人等に関する事項
該当する事項はありません。

11．各勘定の経理の対象と勘定相互間の関係を明らかにする書類
当研究所は研究所の設置目的（独立行政法人交通安全環境研究所法第３条）を達成するために
以下の業務（当研究所法第12条）を行っており、各勘定の経理は業務の内容により配分しており
ます。
配分方法は以下の当研究所法第12条３号及び４号に掲げる業務（以下「審査等業務」という。）
に係る経理とその他の業務に係る経理とに区分しており、審査等業務に係る経理については審査
勘定を使用し、その他の業務に係る経理については一般勘定を使用しております。また、各勘定
に共通する事項については国土交通省大臣承認による配賦についての基準を定め、各勘定に配賦
しております。
なお、交付金等の受け入れ勘定と実際に使用する勘定は一致しております。

〇業務の範囲（独立行政法人交通安全環境研究所法第12条）
１号 運輸技術のうち陸上運送及び航空運送に関する安全の確保、環境の保全及び燃料資源の有

効な利用の確保に係るものに関する試験、調査、研究及び開発を行うこと。
２号 前号に掲げる業務に係る成果を普及すること。
３号 道路運送車両法第63条の２第６項及び第63条の３第５項の規定に基づき、自動車及び自動

車の装置が同法第46条に規定する保安基準に適合していないおそれの原因が設計又は製作
の過程にあるかどうか並びに同法第63条の３第１項及び第２項の規定による届出に係る改
善措置の内容が適切であるかどうかの技術的な検証を行うこと。

４号 道路運送車両法第75条の４第１項の規定に基づき、自動車及び自動車の装置が同法第46条
に規定する保安基準に適合するかどうかの審査を行うこと。

５号 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。
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